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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
１．業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　当社は、企業経営の透明性及び公平性を担保するため、内部統制に関する基本方
針及び各種規程を制定し、内部統制システムを構築し、運用の徹底を図っておりま
す。内部監査部門の内部監査責任者が内部監査担当者の分担を定め、内部監査計画
に従い、自己の属する部門を除く当社全部門に対して業務監査を実施し、代表取締
役社長に対して監査結果を報告しております。
　当社では、会社法及び会社法施行規則に基づき、2015年６月12日開催の取締役
会において、業務の適正性を確保するための体制整備の基本方針として、以下のよ
うな内部統制システム整備の基本方針を定めております。

 

ⅰ）取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
(1）当社では、役職員が、コンプライアンス意識をもって、法令、定款、社

内規程等に則った職務執行を行うこととしております。
(2）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、弁護士

や警察等とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応することとしてお
ります。

(3）取締役会は、法令諸規則に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性を
満たすよう、業務執行の決定と取締役の職務の執行の監督を行うこととし
ております。

(4）監査等委員は、法令が定める権限を行使し、取締役の職務の執行を監査
することとしております。

(5）社内外の通報窓口（常勤監査等委員及び社外弁護士）につながるホット
ラインを備え、相談や通報の仕組み（内部通報制度）を構築することとし
ております。

(6）役職員の法令違反については、就業規則等に基づき、処罰の対象とする
こととしております。

ⅱ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書管理規程及び機密文書管理規程を定め、重要な会議体の議事録等、取
締役の職務の執行に係る情報を含む重要文書（電磁的記録を含む）は、当該
規程等の定めるところに従い、適切に保存、管理することとしております。

ⅲ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1）取締役は、当社の事業に伴う様々なリスクを把握し、統合的にリスク管

理を行うことの重要性を認識した上で、諸リスクの把握、評価及び管理に
努めることとしております。
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(2）リスク管理規程を定め、当社の経営理念、経営方針を侵害する様々な事
象に対して、組織的に対応することとしております。

(3）災害、事故、システム障害等の不測の事態に備え、事業継続計画を策定
することとしております。

ⅳ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1）取締役会は、定款及び取締役会規程に基づき運営し、月次で定時開催し、

又は必要に応じて随時開催することとしております。
(2）取締役は、緊密に意見交換を行い、情報共有を図ることにより、効率的、

機動的かつ迅速に職務を執行することとしております。
(3）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、組織規

程、業務分掌規程及び稟議規程を制定することとしております。
(4）迅速な意思決定を図るため、執行役員規程に従って執行役員制度を導入

し、一定分野の業務を執行する権限と責任を執行役員へ委譲することとし
ております。

ⅴ）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
（1）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

イ．子会社の取締役等から当該事業及び財務状況並びにその他の重要な情報
に係る適切な報告を当社が受けるため、必要に応じて、当社の取締役又
は使用人は子会社の開催する取締役会等に適宜出席することとしており
ます。

ロ．子会社の経営については、自主性を尊重しつつも、当社又は当社グルー
プ全体に影響を与えると考えられる重要事象については、当社取締役会
への付議等を行うこととしております。

ハ．子会社の取締役等を当社の執行役員等に起用すること、又は当社の取締
役等又は使用人を子会社の取締役等に推薦すること等により、当社グル
ープ全体としての情報の共有化を図ることとしております。

（2）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、子会社各社が当社で定めるリスク管理に関する規程及び各国法令
等に則り、適宜規程等を定めてそれを運用するよう指導及び監督を行うとと
もに、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理することとしておりま
す。

（3）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制
　当社は、子会社に対して、取締役会非設置会社の選択や、子会社の取締役
等のみで決議が可能な事項等について基準を定めさせる等、子会社の事業内
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容や規模等に応じて子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われること
を確保しております。

（4）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制
　当社は、子会社各社が当社で定めるコンプライアンスに関する規程及び各
国法令等に則り、適宜規程等を定めて企業倫理の浸透を率先して行う体制を
構築しそれを運用するよう、指導及び監督を行うこととしております。

（5）その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制

イ．当社は、関連会社管理規程に従って、当社における業務の適正を確保し、
子会社の適切な管理、実践を可能とする体制を構築することとしておりま
す。

ロ．当社の内部監査部門は、当社における内部監査を統括し、当社の内部統制
の整備・運用状況の評価、業務執行状況の監査及び改善提案を行うことと
しております。

ハ．当社の監査等委員及び監査等委員会並びに内部監査部門は、当社における
業務の適正を確保する目的により、子会社の業務の適正性等につき必要に
応じて適宜調査等を行うこととしております。

ⅵ）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(1）職務権限規程を定め、各職位の責任と権限を明確化し、各部門における

執行の体制を確立することとしております。
(2）必要となる各種の決裁制度、社内規程及びマニュアル等を備え、これを

周知し、運営することとしております。
ⅶ）監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

(1）監査等委員会は、監査等委員の指揮命令に服する使用人（以下、「監査
等委員の補助者」という。）を置くことを取締役会に対して求めることが
できることとしております。

(2）監査等委員の補助者の人事異動、人事評価及び懲戒処分については、監
査等委員の事前の同意を必要とすることとしております。

ⅷ）監査等委員の補助者の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの
独立性に関する事項及び当該補助者に対する監査等委員会の指示の実効性の
確保に関する事項
(1）監査等委員の補助者は、その補助すべき期間において、監査等委員の指

揮命令の下に行動し、原則として他の取締役から指揮命令及び職務遂行上
の制約を受けないとしております。
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(2）監査等委員の補助者に係る人事異動、人事評価、賞罰、その他の事項等
は、他の取締役からの独立性を確保するため、原則として監査等委員会の
協議に基づいて決定するとしております。

(3）監査等委員の補助者は、監査等委員の指示に基づく職務遂行の過程にお
いて知り得た一切の事項に関し、監査等委員に報告するものとし、監査等
委員の同意なくして、監査等委員以外の者に当該事項を伝達してはならな
いとしております。

ⅸ）取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制
(1）取締役及び使用人は、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼすお

それのある事項、重要な会議体で決議された事項、内部通報制度、内部監
査の状況等について、遅滞なく監査等委員に報告することとしておりま
す。

(2）当社は、監査等委員に前号の報告を行った者に対して、当該報告を理由
として不利益な取扱いを行うことを禁止しております。

(3）取締役及び使用人は、監査等委員の求めに応じ、速やかに業務執行の状
況等を報告することとしております。

 

ⅹ）監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関
する事項
　当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399
条の二第４項に基づく費用の前払等の請求をした場合、当該請求に係る費用又
は債務が当該監査等委員の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速
やかに当該費用又は債務を処理することとしております。

ⅺ）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(1）監査等委員は、定期的に代表取締役社長と意見交換を行うこととしてお

ります。また、必要に応じて当社の取締役及び重要な使用人からヒアリン
グを行うこととしております。

(2）監査等委員は、定期的に会計監査人と意見交換を行うこととしておりま
す。

(3）監査等委員は、必要に応じて独自に弁護士及び公認会計士その他の専門
家の助力を得ることができることとしております。

(4）監査等委員は、定期的に内部監査責任者と意見交換を行い、連携の強化
を図ることとしております。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、上記に掲げた内部統制システムを整備しておりますが、その基本方針
に基づき以下の具体的な取組みを行っております。

①　重要な会議の開催
　当事業年度において、取締役会を１７回開催し、経営方針及び経営戦略に関す
る重要事項の決定及び業務執行状況についての報告が行われ、活発な意見交換が
なされています。
　また、取締役、常勤監査等委員及び執行役員等からなる経営会議を月２回以上
開催し、業務執行の適正性・効率性を確保しております。

②　コンプライアンス・リスク管理に関する取組み
　コンプライアンス意識の徹底を図るため、適切に教育を実施しております。入
社時に教育を実施するほか、全社を対象に情報セキュリティに係る教育を実施し
ております。また、内部監査室では、法令、定款、社内規定等の遵守状況を監査
項目に加え、会社の業務が適切に行われていることを確認しております。
　リスク管理の観点からは、コンプライアンス違反行為等を把握するため内部通
報制度を設けているほか、コンプライアンス違反行為等が発生した場合には防止
対策の策定、全社に向けた注意喚起を実施しております。

③　監査体制
　当社は、当社の業務及び制度に精通した内部監査部門の内部監査責任者及び内
部監査担当者が、内部統制に関する基本方針及び各種規程に基づき内部監査を実
施しております。内部監査責任者は、監査等委員及び会計監査人と定期的に会合
を開催し、監査に必要な情報の共有化を図っております。
　また、当社の監査等委員会は、監査等委員３名（うち社外監査等委員３名）に
より構成され、うち１名の常勤監査等委員を選任しております。各監査等委員は
定められた業務分担に基づき監査を行い、原則として月１回開催されている監査
等委員会において、情報共有を図っております。監査等委員は毎期策定される監
査計画書に基づき、取締役会を含む重要な会議への出席、実地監査、意見聴取を
行っております。

④　子会社管理に関する取り組み
　子会社の事業内容に基づいた当社取締役又は使用人が兼務する取締役を任命し、
適切な助言等により効率的に事業を遂行しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,545,331 1,550,157 △564,107 △144 2,531,237

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 4,260 4,260 8,520
連結子会社株式の取得に
よ る 持 分 の 増 減 2,411 2,411

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 101,711 101,711

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 4,260 6,671 101,711 － 112,643

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,549,591 1,556,829 △462,395 △144 2,643,880

その他の包括利益
累 計 額

新株予約権 非支配株主
持　　　分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 △2,065 11,334 9,269 1,137 7,272 2,548,917

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 8,520
連結子会社株式の取得に
よ る 持 分 の 増 減 2,411

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 101,711

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額) △516 2,600 2,084 957 △7,272 △4,231

当連結会計年度変動額合計 △516 2,600 2,084 957 △7,272 108,412

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △2,581 13,934 11,353 2,095 － 2,657,329
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　６社
・主要な連結子会社の名称　　　Geniee International Pte.,Ltd.

Geniee Vietnam Co.,Ltd.
PT. Geniee Technology Indonesia
PT. Adstars Media Pariwara
Geniee Adtechnology(Thailand)Co.,Ltd.
ビジネスサーチテクノロジ株式会社
(注）前連結会計年度に連結の範囲に含めておりました
Adskom India Private Limitedの全保有株式を、2020年４
月30日付で売却いたしました。これに伴い、2020年4月1日
をみなし売却日として、同社を連結の範囲から除いておりま
す。また、2020年11月30日にビジネスサーチテクノロジ株
式会社の全株式を取得いたしました。これに伴い、2020年
12月31日をみなし取得日として、同社を連結子会社として
おります。

⑵　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は以下のとおりであります。
　（決算日が12月31日の会社）

Geniee Adtechnology(Thailand)Co.,Ltd.

Geniee Adtechnology(Thailand)Co.,Ltd.は、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計
算書類を使用しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

その他有価証券
イ．時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
なお、匿名組合出資金については、匿名組合の損益のうち当社に帰属する持分相当損益を

営業外損益に計上するとともに、投資有価証券を加減する処理を行っております。

－ 7 －

連結注記表



ロ．デリバティブ
時価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。（ただし、当社について2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物は定額法によっております。）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　８年～21年
工具、器具及び備品　２年～15年

ロ．無形固定資産
ソフトウエア　　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づ

いております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見

合う分を計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部
における為替換算調整勘定に含めております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。

－ 8 －

連結注記表



ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建売上債権及び外貨建買入債務

ハ．ヘッジ方針
当社の内規である「デリバティブ取引ガイドライン」に基づき、為替変動リスクをヘッジ

しております。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動
の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

⑥　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．のれんの償却方法及び償却期間

８年以内の定額法により償却しております。
ロ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
　（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当
連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注
記を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
SaaSプロダクトに係る資産の減損

①　連結計算書類に計上した金額
　　　ソフトウエア　　　　325,915千円
　　　ソフトウエア仮勘定　  28,408千円
　　　のれん　　　　　　　241,381千円

②　見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するためのその他の情報
　当社グループではマーケティングソリューション事業を営むにあたり、BtoB向けSaaSプロダ
クト（「ちきゅう」「MAJIN」「Chamo」）にて導入企業増加、シェア拡大を狙い、顧客単価
アップ、クロスセルなど、プロダクトの優位性の確保のため、大型リニューアルや新規機能開発
などの開発投資を積極的に行っております。
　当SaaSプロダクトの投資に係るシステム開発資産として、①に記載の資産を保有しています。
なお「Chamo」は、顧客セグメントの大型化に営業方針を変更したことを機として、事業買収
時に想定した開発投資計画を見直し、より大規模な開発投資計画に変更しました。
　その結果、事業買収時の事業計画と比較し、投資が先行している状況から、事業買収時に見込
んだキャッシュ・フローを得られていないため、当期においては減損の兆候を識別したものの、
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当SaaSプロダクトの資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が上記固定
資産の帳簿価額を上回るため、減損損失の認識は不要と判断しております。

　この割引前将来キャッシュ・フローは以下の仮定をおいて見積もっております。
　　・のれんを含まない将来キャッシュ・フローの見積期間は、主要な資産の経済的残存使用年
　　　数（4.6年）、のれんを含む将来キャッシュ・フローの見積期間はのれんの残存償却年数
　　　（5.0年）として、それぞれ割引前将来キャッシュ・フローを見積もっております。
　　・当社の取締役会にて承認された予算とSaaS事業の市場の成長率等を考慮して、割引前将来
　　　キャッシュ・フローを見積もっております。
　　・予算の前提として、最新の受注状況や顧客の状況とその他の利用可能な内部及び外部の
　　　データとの比較を行った上で、受注率や解約率等の主要な仮定を置いております。
　なお、市場環境の変化や、当社グループの事業進捗に大幅な遅延が生じた結果、実際の状況が
上記の仮定と乖離し、見込んだ割引前将来キャッシュ・フローが得られない状況が生じた場合は、
翌連結会計年度において減損損失を認識する可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
　  有形固定資産の減価償却累計額 503,486千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 18,048,200株
⑵　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等
該当事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるも
の該当事項はありません。

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 143,100株

（金融商品に関する注記）
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については短期的かつ安全な預金等に限定しており、投機的な取引は行わな

い方針であります。また、必要な資金は主に銀行借入により調達しております。デリバティブ
は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。
②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
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営業債務である買掛金は１年内の支払期日であります。短期借入金は主に運転資金、長期借入
金は主に設備投資やM&Aに係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されて
おります。

敷金及び保証金は主に事務所の賃借に係るものであり差し入れ先の信用リスクに晒されており
ます。

デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的と
した先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ
方針、ヘッジ有効性の評価方法等については、「（連結計算書類の作成のための基本となる重要
な事項に関する注記等）⑷　会計方針に関する事項 ⑤　重要なヘッジ会計の方法」をご参照くだ
さい。
③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
売掛金については、与信管理規程に従って管理部が債権回収状況を定期的にモニタリングし、

債権ごとに期日及び残高を管理することにより、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため、信
用リスクはほとんどないと認識しております。
ロ．市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握する等の方法
により、リスクの軽減を図っております。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権
限を定めた管理規程に従い、決裁担当者の承認を得て行っております。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

資金計画及び実績状況を毎月、取締役会に報告を行い、流動性リスクを管理しております。
また、金融機関と当座貸越契約を締結し、流動性リスクの回避を図っております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めて
おりません（（注２）をご参照ください。）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1）現金及び預金 1,091,864 1,091,864 －

(2）売掛金 1,479,167 1,479,167 －
貸倒引当金(※1) △32,194 △32,194 －

1,446,973 1,446,973 －

資産計 2,538,837 2,538,837 －

(1）買掛金 1,012,031 1,012,031 －

(2）短期借入金 426,500 426,500 －

(3）未払法人税等 39,062 39,062 －

(4）長期借入金(※2) 811,916 811,916 －

(5)リース債務(※3) 130,954 130,699 △254

負債計 2,420,464 2,420,210 △254
　(※1)　売掛金に対応して計上している貸倒引当金を控除しております。
(※2)　１年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めております。
(※3)　流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。

（注１）　金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
(1）現金及び預金
　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。
(2）売掛金
　短期間で決済されるため、時価は貸倒引当金控除後の帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

負　債
(1）買掛金、(3）未払法人税等

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。
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(2）短期借入金
　変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は
実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられる
ため、当該帳簿価額によっております。

(4）長期借入金
　変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は
実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられる
ため、当該帳簿価額によっております。

(5）リース債務
　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いて算定しております。

（注２）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 2021年３月31日

敷金及び保証金 224,305

非上場株式 79,280

転換社債型新株予約権付社債 32,648

匿名組合出資金 30,326

　敷金及び保証金については、償還予定が合理的に見積もれず、時価を把握することが
極めて困難と認められる金融商品としております。
　非上場株式、転換社債型新株予約権付社債、匿名組合出資金については、市場価格が
なく、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品としております。
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（注３）　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,091,864 ― ― ―

売掛金 1,479,167 ― ― ―

計 2,571,031 ― ― ―

（注４）　長期借入金、リース債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 160,928 117,660 114,288 114,288 114,288 190,464

リース債務 68,628 35,584 14,063 8,973 3,703 －

計 229,556 153,244 128,351 123,261 117,991 190,464

（１株当たり情報に関する注記）
⑴　１株当たり純資産額 147円12銭
⑵　１株当たり当期純利益 ５円66銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

－ 14 －

連結注記表



（その他の注記）
　（子会社の株式の取得）
　当社は、2020年10月19日開催の取締役会において、ビジネスサーチテクノロジ株式会社を取得す
ることを決議し、2020年11月30日付で既存株主より同社の全株式を取得して子会社化いたしまし
た。
(1)　企業結合の概要
① 被取得企業の名称及び事業の内容

　　被取得企業の名称　　　ビジネスサーチテクノロジ株式会社
　　事業の内容　　　　　　ソフトウェア（全文検索エンジン、クローラ等）の研究開発・コンサル
　　　　　　　　　　　　　ティング、EC/ポータルサイトや企業向け検索サービス、文書検索/閲覧
　　　　　　　　　　　　　サービス、タブレット/スマホ向け情報配信システムの開発・提供、次
　　　　　　　　　　　　　世代Web技術の研究開発・販売・ASP/SaaS提供
② 企業結合を行った主な理由

　　　当社グループは「アド・プラットフォーム事業」「マーケティングソリューション事業」
　　「海外事業」の３つの事業を展開しております。「アド・プラットフォーム事業」においては、
　　独自開発したインターネットメディアの広告収益最大化プラットフォーム「GenieeSSP」、　　
　　「GenieeSSP」が持つ大量の広告配信データと顧客基盤を活かした広告主向けの「GenieeDSP」、
　　屋外広告を対象としたデジタルOOH事業などを展開しており、「マーケティングソリューション
　　事業」においては、CRM（顧客管理）/SFA（営業管理）システム「ちきゅう」、マーケティン
　　グオートメーション「MAJIN」、チャット接客ツール「Chamo」などを展開しております。
　　ビジネスサーチテクノロジ株式会社は、検索エンジンサービス市場において15年以上に亘って事
　　業を展開しており、高速・高精度検索技術で高い評価を得ています。主に企業のWebサイトや
　　ECサイト向けにSaaS型でサービスを提供しており、累計導入数は800社以上にのぼり既に黒字
　　化を実現しています。
　　　当社グループは、当社グループにビジネスサーチテクノロジ株式会社の検索エンジンサービス
　　を迎え入れることで、以下の点で当社グループの成長が促進されるものと見込んでおります。

「GenieeSSP」
「GenieeSSP」は国内シェアNo.1のSSPサービスであり、国内外において多数のメディアを
顧客として抱えています。検索エンジンサービスはメディアの価値向上に直接寄与するもの
であるため、当社の既存顧客の価値向上だけでなく、国内外におけるさらなる顧客の獲得に
つながるものと考えております。

「GenieeDSP」
「GenieeDSP」はAIを活用した広告主向け配信プラットフォームです。当期においては、コ
ロナ禍においてもオンラインビジネスやECサイト向けサービスを中心に事業を拡大してお
りますが、ビジネスサーチテクノロジ株式会社が抱える顧客やECサイト向けサービスを活用
することにより、事業の拡大がより促進されると考えております。
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「Chamo」
「Chamo」は国内4,500社以上で利用される国産No.1チャット接客ツールです。チャット
サービスは、Webサイトの離脱率・反応率の改善、レコメンドによるコンバージョン率の向
上、問い合わせ対応の効率化などを図るものでありますが、ビジネスサーチテクノロジ株式
会社の検索エンジンサービスを組み込むことで、チャット接客ツールの付加価値が大きく向
上すると考えております。また、ビジネスサーチテクノロジ株式会社が抱える顧客へのクロ
スセルも可能と考えております。

「ちきゅう」「MAJIN」
「ちきゅう」は、顧客管理のためのCRM（Customer Relationship Management）及び営
業活動における商談管理のためのSFA（Sales Force Automation）システムで、「顧客管
理」「商談管理」「データ分析」等が一体となったサービスです。「MAJIN」は、企業のマ
ーケティング活動を自動化し、効率的に潜在顧客の集客や購買意欲等の向上、購買・契約等
を行うためのマーケティングオートメーションプラットフォームです。「MAJIN」において
は、既に「GenieeDMP」と連携することでビッグデータを活用した高精度なユーザーター
ゲティングを実現していますが、検索エンジンサービスにより獲得したユーザーデータを「ち
きゅう」や「MAJIN」に連携することで、日々の営業活動やメール配信、アプリプッシュ通
知、LINEによるメッセージ配信・自動メッセージ対応等のマーケティング活動を、さらに向
上させられると考えております。

③ 企業結合日　　　　　　2020年11月30日（みなし取得日　2020年12月31日）
④ 企業結合の法的形式　　現金を対価とする株式取得
⑤ 結合後企業の名称　　　変更はありません。
⑥ 取得した議決権の比率　100％
⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。
(2)連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
　　2021年１月１日から2021年３月31日
(3)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　　取得の対価　現金による支出　1,100,000千円
　　取得原価　　　　　　　　　　1,100,000千円
(4)主要な取得関連費用の内容及び金額
　　アドバイザリー費用等　13,000千円
(5)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び期間
① 発生したのれんの金額　808,888千円

　　　なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及び
　　負債の特定並びに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点
　　で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っております。
② 発生原因　　　　　　　主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。
③ 償却方法及び償却期間　８年間にわたる均等償却
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(6)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
　　流動資産　　291,175千円
　　固定資産　　  98,159千円
　　資産合計　　389,335千円
　　流動負債　　  98,223千円
　　負債合計　　  98,223千円
(7)企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算
書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
　売上高　　　　299,219千円
　営業利益　　  △32,720千円

（概算額の算定方法）
　企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したとして算定された売上高及び損益情報と当社の連
結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。また、企業
結合時に認識されたのれんが当連結会計年度開始の日に発生したものとし、償却額の調整を行い
算出しております。
　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

（財務制限条項）
　当社グループは、株式会社みずほ銀行と、2020年11月24日付で、「金銭消費貸借契約」を締結し
ており、当連結会計年度の末日において、長期借入金775,200千円（１年内返済予定の長期借入金
127,584千円を含む。）には、下記の財務制限条項が付されております。
純資産維持
　2021年３月期末日に終了する本決算及びそれ以降の各本決算期における借入人の連結貸借対照表
上に記載される純資産の部の合計金額を、直前の本決算期における借入人の連結貸借対照表上に記載
される純資産の部の合計金額の75％に維持すること。
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株主資本等変動計算書

(2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 1,545,331 1,539,931 10,226 1,550,157 △534,483 △534,483 △144 2,560,860

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 4,260 4,260 4,260 8,520

当 期 純 利 益 99,971 99,971 99,971

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 4,260 4,260 － 4,260 99,971 99,971 － 108,491

当 期 末 残 高 1,549,591 1,544,191 10,226 1,554,417 △434,512 △434,512 △144 2,669,351

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △2,065 △2,065 1,137 2,559,933

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 8,520

当 期 純 利 益 99,971

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △516 △516 957 441

当 期 変 動 額 合 計 △516 △516 957 108,932

当 期 末 残 高 △2,581 △2,581 2,095 2,668,866

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のないもの
移動平均法による原価法
なお、匿名組合出資金については、匿名組合の損益のうち当社に帰属する持分相当損益を、

営業外損益に計上するとともに、投資有価証券を加減する処理を行っております。
(2)　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1)　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物は定額法を採用しております。）
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　　　　　　　　８年～21年
　工具、器具及び備品　　　　２年～15年

(2)　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は以下のとおりであります。
　ソフトウエア（自社利用分）　５年以内（社内における利用可能期間）
　のれん　　　　　　　　　　　８年以内

(3)　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 19 －

個別注記表



３．引当金の計上基準
(1)　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う
分を計上しております。

４．重要なヘッジ会計の方法
(1)　ヘッジ会計の方法
　　　為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。
(2)　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段…為替予約取引
　　　ヘッジ対象…外貨建売上債権及び外貨建買入債務
(3)　ヘッジ方針

　当社の内規である「デリバティブ取引ガイドライン」に基づき、為替変動リスクをヘッジし
ております。
(4)　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動
の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
　（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当
事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載し
ております。
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（会計上の見積りに関する注記）
　SaaSプロダクトに係る資産の減損
　　①　計算書類に計上した金額
　　　　ソフトウェア　　　325,915千円
　　　　ソフトウェア仮勘定  28,408千円
　　　　のれん　　　　　　241,381千円
　　②　見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するためのその他の情報

　　　連結注記表の「（会計上の見積りに関する注記） ②見積りの内容について連結計算書
　　類利用者の理解に資するためのその他の情報」に同一の内容を記載しているため、注記を
　　省略しております。

（貸借対照表に関する注記）
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 483,526千円

⑵　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　短期金銭債権
　長期金銭債権

49,931千円
110,710千円

　短期金銭債務 13,387千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

　　営業取引による取引高　売上高
　　　　　　　　　　　　　仕入高
　　　　　　　　　　　　　販売費及び一般管理費
　　営業取引以外の取引高

94,734千円
105,651千円
28,886千円
6,457千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
　普通株式　　　118株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 2,247千円
賞与引当金 25,414千円
未払事業税 3,607千円
資産除去債務 38,876千円
ソフトウエア 4,894千円
資産調整勘定 31,579千円
繰越欠損金 72,018千円
未払金 1,483千円
投資有価証券評価損 60,362千円
減損損失 11,414千円
関係会社株式評価損 167,434千円
その他 5,518千円

繰延税金資産小計 424,851千円
評価性引当額 △324,526千円
繰延税金資産合計 100,325千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △33,511千円
外貨建債権債務評価差額 △1,414千円
繰延税金負債合計 △34,926千円
繰延税金資産の純額 65,399千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
１．　子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称
又 は 氏 名 所在地 資 本 金 又

は 出 資 金
事業の
内容又
は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連
当事者との
関 係

取引の
内 容

取 引
金 額
（千円）

科目
期 末
残 高
（千円）

子会社
G e n i e e
International

Pte.,Ltd.

シ ン
ガ ポ
ー ル
共 和
国

7,012
千米ドル

アド・プラ
ッ ト フ ォ
ーム事業

　直接
　100.0

営業取引
営業外取引
役員の兼務

広告配
信取引 49,892 売掛金 12,672

経営指
導 料 3,000 未収入金 2,000

資金の
貸 付 106,090 長期貸

付 金 110,710

利息の
受 取 337

その他
( 流 動
資 産 )

337

子会社
ビジネスサー
チテクノロジ
株 式 会 社

東 京
都 新
宿 区

60
百万円

検索エンジ
ンサービス

　直接
　100.0

営業外取引
役員の兼務
債務被保証

経営指
導 料 3,120 未収入金 1,144

金融機
関から
の借入
に対す
る債務
被保証

800,000 ー ー

（注１）価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない会社との取引と同様に、取引規模を総合的
　　　に勘案し、交渉の上決定しております。
（注２）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
（注３）取引金額に消費税等は含めておりません。
（注４）金融機関の借入に対し債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。

２．　兄弟会社等

種類
会 社 等
の 名 称
又 は 氏
名

所 在 地
資本金又は
出 資 金
(百 万 円 )

事 業 の
内 容 又
は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事
者 と の 関
係

取引の
内 容

取引金額
（千円） 科 目

期 末
残 高
（千円）

その他
の関係
会社の
子会社

ヤ フ ー
株式会社

東京都
千代田区 199,250

イ ン タ ー
ネ ッ ト 上
の 広 告 事
業等

　　― 営 業 取 引
営業外取引

広 告 配
信 取 引 991,603 売掛金 202,265

広 告 枠
の 購 入 10,130 ー －
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（注１）価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない会社との取引と同様に、取引規模を総合
的に勘案し、交渉の上決定しております。

（注２）取引金額に消費税等は含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
⑴　１株当たり純資産額 147円76銭
⑵　１株当たり当期純利益 ５円56銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
（子会社の株式の取得）

　　　連結注記表の「その他の注記（子会社の株式の取得）」に同一の内容を記載しているため、
　　　注記を省略しております。

（財務制限条項）
　　　連結注記表の「その他の注記（財務制限条項）」に同一の内容を記載しているため、注記を
　　　省略しております。
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